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■防府市子ども・子育て支援事業計画構成イメージ■ 

 

事業計画目次構成イメージ 概要及び次世代育成支援後期行動計画との関連 

Ⅰ 序論 

１ 計画策定の趣旨等 

（１）計画策定の趣旨 

（２）法的根拠 

 

●本市における事業計画は、子ども・子育て支援法により記載する必要がある項目に加え、26 年

度末で計画期間が終了する「防府市次世代育成支援行動計画（後期計画）」を引き継ぐ計画に位

置付け、本市の子ども・子育て支援施策を幅広く記載するものである。 

 

２ 計画の概要 

（１）計画の期間 

 

（2）計画の対象 

 

 

 

（３）計画策定の基本的考え方 

 

 

 

 

 

 

（4）計画の推進 

 

 

 

●平成27年度から31年度までの5か年とする。 

 

●生まれる前から乳幼児期を経て、青少年期に至るまでの、子ども・青少年とその家庭とする。た

だし、施策の内容により、必要に応じて対象の年齢に幅を持たせるなど、柔軟な対応を行うこと

とする。 

 

●「防府市次世代育成支援行動計画（後期計画）」をはじめ、本市の総合計画や他の行政計画等と

の関係を明記。 

・関係する各分野の計画と連携・整合を図りつつ策定。また、今後策定される予定の計画につい

ても、可能な限り整合を図る。 

・計画の推進にあたっては、各計画との連携を十分に考慮し、新たな課題や環境の変化にも対応   

 できるよう、柔軟に計画を進める。 

 

●「市民・事業者・市それぞれの役割・責務」「計画の検証方法」等について記載する。 

 

 

資料５ 
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事業計画目次構成イメージ 概要及び次世代育成支援後期行動計画との関連 

３ 防府市の子ども・子育てを取り巻く状況と課題 

（１）子ども・子育て家庭を取り巻く状況の変化 

 

 

 

（2）仕事と子育ての両立の充実 

 

 

 

（3）待機児童問題 

 

 

（4）子ども・青少年の養育環境の状況 

 

 

 

（5）障害児の増加と必要な支援の充実 

 

（6）次世代育成支援行動計画の総括 

 

 

●少子化や核家族化、晩婚化・晩産化 

●地域のつながりの希薄化 

●ひとり親家庭の増加等 

 

●出産・育児期の女性の就業率の落ち込み（Ｍ字カーブ） 

●男性の育児時間の水準の低さ（長時間労働） 

●小1 の壁 

 

●保育士不足 

●保育の質の確保 

 

●児童虐待事例の増加（新規把握件数、虐待対応件数、相談件数の増加） 

●若者のひきこもり、無業状態 

●配偶者等からの暴力（ＤＶ） 

 

●発達障害児の増加や障害の重複化等 

 

●上記（1）から（５）の諸課題、「防府市次世代育成支援行動計画（後期計画）」の評価、ニー

ズ調査結果等を踏まえた現計画の総括を行う。 

  ※今回の会議で、「防府市次世代育成支援行動計画（後期計画）」の評価からみた主要課題に

ついての資料添付 
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事業計画目次構成イメージ 概要及び次世代育成支援後期行動計画との関連 

Ⅱ 防府市の子ども・子育て支援の将来像と基本理念等 

１ 将来像 

 

 

 

 

●事例 

親と子どもが地域とひとつになっていきいきと育ち、豊かに暮らせるまち 防府 

  

 未来を創り、担う子どもたちが、健全に成長するためには、行政、企業及び地域全体が、子育て

家庭の「支え」となり、親自身が、子どもを産み育てることに生きがいを感じ、楽しみながら豊か

な心で子育てができるような環境をつくる。 

２ 基本理念 

 

 

 

 

 

 

●国の「基本指針案」における「子ども・子育て支援の意義」や「防府市次世代育成支援行動計画

（後期計画）」の基本理念等を踏まえ検討する。 

●「保育の量的拡大・確保」「質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供」「地域の子ども・

子育て支援の充実」の新制度の3つの狙いを踏まえて、基本理念を想定する。 

●事例 

   基本理念① 未来を担う子どもたちを育む 

基本理念② 子どもたちの可能性を引き出す 

基本理念③ 地域で見守る子どもたちの未来 

3 基本的視点と主要施策の方向 

 

 

 

 

 

 

●「防府市次世代育成支援行動計画（後期計画）」の以下の 6 つの基本方針を本事業計画の基本

的視点として定め、視点ごとの施策の方向を示すことによって、同後期計画を継承する主要施策

の今後のあり方を具体的に示す。 

①すべての子育て家庭への支援 

②母子保健対策の充実 

③子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

④職業生活と家庭生活との両立支援 

⑤要保護児童等への対策の推進 

⑥安全・安心まちづくりの推進 
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事業計画目次構成イメージ 概要及び次世代育成支援後期行動計画との関連 

Ⅲ 事業計画 

１ 教育・保育提供区域の設定 

 

 

 

 

●教育・保育提供区域の設定の趣旨及び内容、各教育・保育提供区域の状況等を定める。 

 ※考え方 

地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・ 

保育を提供するための施設の整備の状況、その他の条件を総合的に勘案し、「保護者や子ど 

もが居宅より容易に移動することが可能な区域」（以下「教育・保育提供区域」）を定める。 

その際、「教育・保育提供区域」は、教育・保育施設や地域型保育事業の認可の際に行わ 

れる「需給調整」の判断基準となることを踏まえて設定する必要がある。 

２ 各年度における教育・保育の「量の見込み」及

び提供体制の確保 

 

●教育・保育提供区域ごとに、計画期間における幼児期の学校教育・保育の量の見込み（必要利用

定員総数）を定める。 

●教育・保育提供区域ごとに、設定した「量の見込み」に対応するよう、教育・保育施設と地域型

保育事業による確保の内容と実施時期（確保方策）を定める。 

※現行の後期計画の基本方針①「すべての子育て家庭への支援」の継続的な取り組みも含む 

3 各年度における地域子ども・子育て支援事業の

「量の見込み」及び提供体制の確保 

 

●教育・保育提供区域ごとに、計画期間における地域子ども・子育て支援事業の種類ごとに量の見

込みを定め、地域子ども・子育て支援事業ごとの提供体制確保の内容と実施時期を定める。 

【地域子ども・子育て支援事業】 
・利用者支援（新規） 
・地域子育て支援拠点事業 
・妊婦健康診査 
・乳児家庭全戸訪問事業 
・養育支援訪問事業等 
・子育て短期支援事業 
・ファミリー・サポート・センター事業 
・一時預かり 
・延長保育事業 
・病児・病後児保育事業 
・放課後児童クラブ 
・実費徴収に係る不足給付を行う事業（新規） 
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・多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業（新規） 
※現行の後期計画の基本方針①「すべての子育て家庭への支援」の継続的な取り組みも含む 

4 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一

体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体

制の確保の内容 

●以下の内容を記載する。 

・認定こども園の設置数、設置時期その他認定こども園の普及に係る考え方 

・質の高い幼児期の学校教育・保育、地域の子育て支援の役割及びその推進方策 

・幼児期の学校教育・保育と小学校教育との円滑な接続の取り組みの推進 

・保幼小連携、0～2歳に係る取り組みと3～5歳に係る取り組みの連携 

5 その他の事項 

（１）産後の休業及び育児休業後における特定教

育・保育施設等の円滑な利用の確保 

 

 

（2）子どもに関する専門的な知識及び技術を要す

る支援に関する施策の充実 

 

 

（3）職業生活と家庭生活との両立が図られるよう

にするために必要な雇用環境の整備 

 

●保護者が、産休・育休明けの希望する時期に円滑に教育・保育施設、地域型保育事業を利用でき

るよう、休業中の保護者に対して情報提供、計画的に教育・保育施設、地域型保育事業を整備す

る等、防府市の実情に応じた施策を定める。 

 

●児童虐待防止対策の充実、母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進、障害児施策の充実等につい

て、県が行う施策との連携に関する事項及び防府市の実情に応じた施策を定める。 

※現行の後期計画の基本方針⑤「要保護児童等への対策の推進」の継続的な取り組みも含む 

 

●仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し及び仕事と子育ての両立のための基盤整備に

ついて、防府市の実情に応じた施策を定める。 

※現行の後期計画の基本方針④「職業生活と家庭生活との両立支援」の継続的な取り組みも

含む 

Ⅳ 計画の推進体制 

 

 

 

●計画は、防府市子ども・子育て会議において毎年度点検・評価を行うことを記載する。 

 ・区域ごとの事業計画シートにおける「量の見込み」「確保の内容」については、認定の状況、

施設・事業の利用状況、整備状況等をもとに実施。 

・事業計画シートにおける「量の見込み」「確保の内容」について、必要がある場合は３年目を

目途に計画を見直すこと等を記載。 

 


